京都アーキテクチュラル・サポート・システム（ＫＡＳＳ）事業規約
平成１５年　８月２１日　施行
平成１５年１１月１３日　改訂
平成１６年　５月１３日　改訂
平成１８年　２月　９日　改訂
平成１９年　９月１４日　改訂
（目的）
第　１条　　この規約は建物を建築しようとする建築主に対し、建築設計・工事監理業を行うＫＡＳＳ会員（以下「設計会員」という。）から計画案を募集し、その応募計画案を提供することにより、また、建築業を行うＫＡＳＳ会員（以下「施工会員」という）が設計会員の作成した図書に基づき品質の高い施工をすることにより、府民の建築計画を支援し建物品質の向上を図り、もって公共の町づくりに寄与することを目的とする。
（設置）
第　２条　　社団法人京都府建築士事務所協会（以下「本協会」という。）内に事業委員会としてＫＡＳＳ委員会を設ける。
　　　　２　　ＫＡＳＳ委員会の基に事務局を設置する。
　　　　３　　事務局内に細則第１条による調査員を設ける。
　　　　４　　ＫＡＳＳ委員会の委員は、本協会会員からの立候補者及び被推薦人で理事会の承認を得たものにより決定し、任期は２年とする。
（事業）
第　３条　　本事業の内容は、第１条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事業を行う。
　　　　　　　　　(１)
　  建築主の求めに応じ、設計会員に計画案の募集を行い、応募計画案を建築主に提示する。
　　　　　　　　　(２)
　  建築主の依頼に応え、品質の高い建物を完成させる。
　　　　　　　　　(３)      研修会の開催等により、ＫＡＳＳ会員（以下「会員」という。）の研鑽に努める。
　　　　　　　　　(４)
　  その他事業の執行を通じ、建築関連団体との協調・連携を図る。
　　　　　　　　　(５)
　  広く府民に広報する。
　　　　　　　　　　　 (６)
　  本協会（事務局を含む）は、建築主と設計会員及び施工会員が交わす契約において、一切の干渉を行わない。また、責任を負わないものとする。（第９条による）
　
（建築主の要件）
第　４条　　本事業に依頼できる建築主は、京都府内に在住又は事業所を置く（予定も含む）個人又は法人とし、次の各号に掲げる者とする。
　　　　　　　　　　(１)
　本事業を充分理解し賛同する者。
　　　　　　　　　　(２)
本協会に別表に定める事務手数料を納めた者。
　　　　　　　　　　 (３)　
金融関係より当該計画について融資が見込める者、又は自己資金力を有する者。
　　　　　　　　　　(４)
計画地の権利関係が明確であること。
　　　　　　　　　　(５)
建築時期が明確であること。
（事務局の業務）
第　５条　　事務局の業務は、次の各号に掲げる範囲とする。
　　　　　　　　　  (１)
　 建築主からの申し込みを受け付け、調査員へ「細則第２条」の業務を依頼する。
　　　　　　　　　  (２)
　 設計会員へ計画案を募集し応募を受け付け、応募した設計会員に資料を送付する。
　　　　　　　　  　(３)
　 応募計画案を申込者に提出する。
　　　　　　　　　  (４)
　 申込者の要望により、計画案を提出した設計会員との面談を設定する。
　　　　　　　　    (５)
　 事務局は、建築主から選考結果が届き次第、選出された設計会員及び応募設計会員に選考結果を報告する。
　　　　　　　　　  (６)
　 施工会員へ施工募集を行い応募を受け付け、応募した施工会員に資料を送付する。
　　　　　　　　　  (７)
　 施工会員の見積書等を建築主に提出する。
　　　　　　　　　  (８)
　 建築主から選考結果が届き次第、選出された施工会員及び応募施工会員に施工結果を報告する。
　　　　２　　事務局は計画案の選考に関して、建築主に一切の助言をしてはならない。
（会員の資格）
　第　６条　　会員の資格は次の各号を満たすものでなければならない。
　　　　　　　　　　(１)　　  本協会会員及び各案件毎に所定の手続きをすませ、第７条に定める登録料と別表に定める事務手数料を各案件毎に納めた者（以下｢臨時会員｣という）
　　　　　　　　　　(２)
　  京都府に建築士事務所登録及び施工業者登録を済ませた者。
　　　　　　　　　　(３)
　  第８条第１項による保険制度に加入している者。また、会員である期間は継続して加入していること。
　　　２　　設計会員の資格は、次の各号に掲げる内容を満たす者とする。
              　　(１)
以下のイ又はロに該当する事務所。
　　　　　　　　　　　  イ　本協会活動に積極的に参加している事務所。
　　　　　　　　　　　  ロ　ＫＡＳＳ事業に積極的に参加している事務所。
　　　　　　　　　(２)
以下のハに該当する事務所。
　　　   ハ　毎年度開催されるＫＡＳＳ主催研修会に１回以上参加している事務所。
(３)　   法令を遵守する事務所。
　　　　３　　施工会員の資格は、次の各号に掲げる内容を満たす者とする。
　　　　　　　(１)　　以下のイ又はロに該当する施工業者。
　　　　　　　　　　　  イ　本協会活動に積極的に参加している施工業者。
　　　　　　　　　　　  ロ　ＫＡＳＳ事業に積極的に参加している施工業者。
　　　　　　　(２)　　以下のハに該当する施工業者。
　　　  ハ　毎年度開催されるＫＡＳＳ主催研修会に１回以上参加している施工業者。
　　　　　　     　(３)
以下のホ～トの全てに該当する施工業者。
　　　　　ニ　建築士又は建築施工管理技士が現場管理できる施工業者。
　　　　　ホ　１０年保証制度に加入している施工業者。
　　　　　ヘ　完成保証制度に加入している施工業者。
（会員の登録）
第　７条　　会員に登録を希望する者は、所定の申込書を会長に提出し、細則第５条に定める登録料を納めなければならない。
　　　　２　　本協会会長（以下｢会長｣という。）は、前項の規約により提出された申込書の内容について、前条に規定する会員の資格に適合する者であることを確認する。
　　　　３　　会長は、本事業に相応しくないと考えられる申込者については、登録を拒否することができる。
　　　　４　　会長は、前項の規約により会員の資格を確認された者を、会員登録簿（以下｢登録簿｣という。）に登録する。
　　　　５　　会員は、設計及び施工の各グループに分類して登録する。当制度においては兼業できない。
　　　　６　　会長は、登録簿に登録された者に対し、会員登録証を発行する。
　　　　７　　会員登録証の有効期限は、発効日より２年後の年度末までとし、更新することができる。
　　　　８　　会員及び臨時会員は、会長に別紙「会員９用紙」による誓約書を提出しなければならない。
（設計会員の業務）
第　８条　　業務の瑕疵担保として設計会員は、日事連賠償責任保険（又は同等の保険）に加入しなければならない。
　　　２　　設計会員は、次の各号に掲げる事項を遵守すること。
　　　　　　　　　(１)
　  事務局より計画図書の募集があった場合、応募希望者は申し込みを行い、これに参加する。
　　　　　　　　　(２)
委託契約までの業務はすべて無償とする。
　　　　　　　　　(３)
申込者による選考結果後も、選考者以外は建築主に接触してはならない。
　　　　　　　　　(４)
　 建築主との面談後、委託契約が成立した場合、本協会指定の委託契約書を交わさねばならない。また、細則第６条による事務手数料を事務局へ支払うこと。
　　　　　　　　　(５)
　 基本設計、実施設計及び工事監理の業務を一体で委託契約しなければならない。但し、建築主の要望があり、会長が認めた場合はこの限りではない。
　　　　　　　　　(６)
　 本制度で契約した案件に於いては、工事施工者を選定する場合、本制度の施工会員を優先して選定する。但し、ＫＡＳＳ委員会が認める特別な事情がある場合はこの限りではない。
　　　　　　　　　(７)
施工業者から如何なる金品を受け取ってはならない。
　　　　　　　　　(８)
完了検査済証を取得すること。
（施工会員の業務）
第　８条の２
　　　　　　業務の瑕疵担保として施工会員は、賠償責任保険・労働保険・住宅性能保証制度・完成保証制度に加入しなければならない。
　　　　２　　施工者の決定方法は、見積り合わせ方式とする。但し、建築主指定の場合を除く。
　　　　３　　施工会員は、次の各号に掲げる事項を遵守すること。
　　　　　　　　　  (１)
　 事務局より工事見積りの募集があった場合、応募希望者は申し込みを行い、これに参加する。
　　　　　　　　　(２)
　請負契約までの業務はすべて無償とする。
　　　　　　　　　(３)
　見積りの際、建築主に接触をしてはならない。
　　　　　　　　　(４)
　 工事請負契約の際、本協会指定の工事請負契約書を交わさねばならない。また、細則第６条による事務手数料を事務局へ支払うこと。
（損害賠償に対する免責）
第　９条　　本協会は、設計会員が行う建築設計・工事監理業務に関して一切の責任を負わないものとする。
　　　２　　本協会は、施工会員の請け負う業務に関して一切の責任を負わないものとする。
（業務報告）
　           第１０条
   設計会員は、建築設計・工事監理を行った時は、その内容を毎月及び業務完了時にＫＡＳＳ委員会に報告せねばならない。
　　　　２　　施工会員は、建築工事を行った時は、その内容を毎月及び業務完了時にＫＡＳＳ委員会に報告せ　　　　　　ねばならない。
　　　　３　　ＫＡＳＳ委員会は研修会時に、業務の状況を報告し、情報交換により業務の資質の向上に努める　　　　　　ものとする。
（倫理）
　　　　　　　第１１条
会員は、次の事項を遵守し、良き規範を示さなければならない。
　　　　　　　　　  (１)     本協会会員として、良識と品位を保持する。
　　　　　　　　　  (２)
　 建築主に対して、誠実に業務を行い、常に良質な町づくりに努める。
　　　　　　　　　  (３)
　 日々の研鑽に努める。
（守秘義務）
　第１２条
   委員会・事務局及び会員は、本制度で知り得た情報は、本件業務のみに使用し、他の如何なる目　　　　 的にも使用してはならない。また、会員の会社社員及び関係者に対しても、この趣旨を遵守させる。
（資格の喪失等）
　　　　　　　第１３条
   会長は、会員に本事業規約の違反行為があった場合、ＫＡＳＳ委員会で審査し、資格を失効させ　　　　 ることができる。
　　　　２　　業務報告を怠った設計・施工会員は、該当業務完了後６ヶ月間は募集に対し応募出来ないものと　　　　　 する。
（補足）
　　　　　　　第１４条
この規約の施行に関する必要事項は、会長が理事会の承認を得て別に定める。
附則　
　　　　　　この規約は平成１９年９月１４日から施行する。

        京都アーキテクチュアル・サポート・システム（ＫＡＳＳ）事業規約細則
平成１６年　５月１３日　施行
平成１８年　２月　９日　改訂
平成１９年　９月１４日　改訂
（調査員）
第　１条　　本協会会員に対し、調査員を募集し、理事会が承認した応募者により構成する。
　　　２　　調査員は、調査物件については計画案に応募できない。
（調査員の業務）
　第　２条　　事業規約第５条第１項１号による業務範囲は、次の各号による。
　　　　　　　　　 (１)　事務局の要請により本事業について建築主に制度の説明を行う。
　　　　　　　　　 (２)　建築規制の調査。（事務局調査シートによる。）
（調査員の報酬）
第　３条　　調査員の報酬は１物件につき１５，０００円とする。
（研修会）
第　４条　　事業規約第６条２項２号ハ及び同条３項２号ハによる研修会は、年２回開催し受講料は、5,000円／回とする。但し、本協会理事会の承認を得た場合は、この限りでない。
（会員登録料）
第　５条　　事業規約第７条第１項による登録料は、10,000円とする。
（成約手数料）
第　６条　　設計会員は、設計・監理の委託契約が交わされた場合、成約手数料として本協会事務局に委託契約料の３％を支払う。
　　　２　　施工会員は、請負契約が交わされた場合、成約手数料として本協会事務局に請負契約料の０．５％を支払う。
（附則）
　　　　　　　この細則は、平成１９年９月１４日から施行する。
